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I.  ガイドライン作成の背景

1.

はじめに

ペースメーカ，植込み型除細動器（implantable 
cardioverter-defibrillator：ICD），心臓再同期療法（cardiac 
resynchronization therapy：CRT），そしてCRTに ICD機
能を付加したCRT-Dなどのデバイスの開発と普及には著
しいものがある．科学技術の発展はデバイスの小型化と多
機能化をもたらし，一方，高齢社会とともにデバイス治療
の適応となる循環器疾患患者は増加すると考えられ，患者
は今後さらに増加すると予測される．デバイス治療によ
り，薬物療法が困難な病態のコントロールが可能となり，
症状は軽減し，QOL，生命予後も改善されるだろう．しか
しながら，人工物を半永久的に装着することとなり，患者
の人生になんらかの影響を与えることは必至である．すな
わち，患者は，自身の健康とは別の問題に少なからず直面
することとなる．これらをどのように解決し，また指導し
ていくかも医師の責任であろう．

2.

改訂にあたって

デバイス治療の適応に関しては，2001年に日本循環器
学会合同研究班により『不整脈の非薬物治療ガイドライ
ン』が作成され，2011年にはその改訂版が刊行され，各デ
バイス治療の目的，効果，適応などがアップデートされた．
一方，デバイス治療後の患者の社会復帰に際しての問題
点，とくに日常生活で注意すべき点，就労や就学などにお
いて配慮すべき点，そして対処法などについては，2008年
の本ガイドライン初版において，初めて系統的に取り扱わ
れた．
デバイス治療が，高度医療というよりむしろ通常の診療
レベルで行われるようになった現在，問題点と対処法をガ
イドラインとして包括的に示したことに意義があり，多く
の医療関係者に有用な情報を提供してきた．デバイス治療
を受けた患者の社会復帰，就学，就労にあたってとくに重
要なこととして，医学，医療の最新の知見だけでなく，デ
バイスのテクノロジー，電磁干渉を中心とする日常生活上
の注意点，道路交通法や労働基準法などの法的事項につい
ても最新の情報に基づいて，管理，指導しなければならな
いことがある．ただし，デバイス医療にあたる個々の医師

I.  ガイドライン作成の背景

1.

はじめに
2.

改訂にあたって
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がこれらの情報をつねにアップデートしていくことは容
易ではない．日本循環器学会合同研究班もガイドライン改
訂の必要性を認識し，ここに改訂版作成に至った．
本ガイドライン改訂版は，初版刊行（2008年）以降の 5
年間における新知見，新規開発および販売，新指針，改訂・
改正点などに基づいて作成された．以下におもな改訂点を
示す．
・条件付きMRI対応ペースメーカシステムが 2012年 10
月から市販された．
・デバイスに対する電磁干渉に電波を追記した．
・携帯電話の安全距離が 22cmから 15cmに変更された．
・電磁干渉に電気自動車（EV，PHV）が追記され，急速
充電器への対応を追加した．
・ICD植込み後の免許制限期間が，一次予防適応症例や
ジェネレータ交換後において短縮された．
・免許の制限として中型免許が追加された．
・一定の病気等に係る運転者対策が平成 26（2014）年春
から施行される．
・学校保健法の名称が学校保健安全法に改訂された．
・障害者の法定雇用率が民間企業では 1.8％から 2.0％に
引き上げられた（2013年 4月から適用）．
・『航空身体検査マニュアル』が改訂された（平成 19〈2007〉
年 3月 2日制定，国空乗第 531号，平成 20〈2008〉年 3
月 25日一部改正，国空乗第 631号）．
今後のデバイスの改良と進歩，デバイスを取り巻く環境
の変化，法律改正などにより，制限内容や管理，指導法など，

さらに改訂を要することが十分に予測される．また，本ガ
イドラインで示した電磁干渉や運転免許，就学，就労の際
の管理，指導などに関する記述は，あくまでも 2012年の
時点で広く社会に受け入れられると班員，協力員が同意し
たものであって，例外的に起こりうる事象を除外するもの
ではない．本ガイドラインに則って生じた事象について，
例外的なものも含め，なんら法的な責任を負うものではな
いことを追記するものである．

3.

基本的な考え方

デバイス治療を受けた患者の社会復帰，就学，就労など
を考慮するにあたっては，可（クラス I）または不可（ク
ラス III）と単純に分けて示すことは難しい．本ガイドラ
インでは，基礎疾患に対する既刊の診療ガイドラインを引
用するとともに，デバイス機能や構造に応じた管理，指導
法，日常生活や車の運転などの制約と対処法，そしてデバ
イス治療を受けたことによる就学，就労上の問題点，対処
法などをステートメントの形で記載するにとどめた．デバ
イスに対する電磁干渉に関しては，禁止すべき，または控
えるべき対象を明示した．一方，就労に関しては，法的側
面から検討または配慮すべき点が多々あり，ガイドライン
には馴染まない点も多く，法的解釈を述べるにとどめた．

II.  総論

1.

基礎疾患における身体活動の制限

デバイス植込み後の身体活動の制限は，植込みの原因と
なった基礎疾患により大きく異なる．

1.1

ペースメーカ

器質的心疾患の合併がなければ身体活動の制限はない．
ペースメーカ機能を障害する恐れのある作業や運動は，基
礎疾患の有無に関係なく許容されない．

3.

基本的な考え方

II.  総論

1.

基礎疾患における身体活動の制限



4

循環器病の診断と治療に関するガイドライン（2012年度合同研究班報告）

1.2

ICD

適切作動だけでなく，不適切作動を誘発するような身体
活動は制限する必要がある．
1.2.1

心室頻拍（ventricular tachycardia ：VT)，
心室細動（ventricular fibrillation ：VF）

治療を要した最後の心室性不整脈の発現から 6か月間
は制限が必要である．それ以後は，低強度の作業だけは条
件付きで許容される．
1.2.2

Brugada症候群
有症候性 Brugada症候群は中等度リスク，無症候性

Brugada 症候群は軽度リスクと判断される．
1.2.3

先天性 QT延長症候群
不整脈の誘因とされる強度の強い運動だけでなく，感情
的な興奮を伴う通常の作業，運動は避ける．水泳中の突然
死の報告もみられる．
1.2.4

心機能低下例
『慢性心不全治療ガイドライン（2010年改訂版）』に準
ずる．心機能低下例では致死性不整脈に対する適切作動と
同様に，不適切作動も生命予後を悪化させる .

1.3

CRT-P（心臓再同期療法ペースメーカ）

『慢性心不全治療ガイドライン（2010年改訂版）』に準
じた身体活動の制限が必要となる．
1.3.1

安静と運動
非代償性心不全，慢性心不全急性増悪時には，活動制限
と安静が必要である．安定した慢性心不全においては，患
者の運動能力に応じて計画し，監視下に実施する．
1.3.2

食事制限
重症心不全では厳格な塩分制限，軽症心不全では減塩食
とする．飲酒習慣の改善に努め，喫煙はすべての患者で禁
止する．
1.3.3

入浴
温度は 41℃，鎖骨下までの深さの半座位浴で時間は 10
分程度がよいとされる．

1.3.4

就労および社会的活動
活動能力に応じた社会的活動は勧めるべきである．

1.4

CRT-D

「ICD」の心機能低下例および「CRT-P」の項を参照．

2.

デバイスに対する電磁干渉

植込み型デバイスが監視している心電位に外部の電磁
界の影響で雑音が混入し，それにデバイスが反応してしま
うことを，電磁干渉（electromagnetic interference：EMI）
という．外部の電磁界が，デバイスの動作に干渉するメカ
ニズムには伝導電流，変動磁界，高電圧交流電界の 3種類
がある．

2.1

伝導電流

電気用品の漏電などで，直接人体に流れ込む電流のこと
で，電流の流路に沿って電圧分布が生じ，デバイスに雑音
が混入する．人体の手指，足底間に 0.35Vの電圧が加わる
と単極ペースメーカに 1 mVppの雑音が混入する．デバイ
ス装着者が金属部分に直接触れる，あるいは水を使用する
などの電気用品を使用する場合には，アースに接続するこ
とを厳格に守るべきである．また，低周波治療器や通電で
筋肉を鍛える装置などを使用することは禁忌である．

2.2

変動磁界

デバイスの単極電極は，先端電極と不関電極間を結ぶ直
線およびリードの走行路からなる 1回巻きコイルとして
機能する．これに変動磁界が照射されると起電力が誘起さ
れ，ペースメーカに雑音が混入する．IH調理器，IH炊飯
ジャーは，50 cm程度離さなければならない．EAS（盗難
防止ゲート）については，「立ち止まらずに通路の中央を
まっすぐに通過する．EAS機器の周囲にとどまらず，また
寄り掛かったりしない．」という総務省のガイドラインが
ある．

2.3

高電圧交流電界

頭上に高電圧のものがあると，人体内に交流電流が誘起

2.

デバイスに対する電磁干渉
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され，伝導電流と同様の電磁干渉が生じる．高電圧送電線
は，経済産業省令で電界強度が 3 kV/m以下に規制されて
おり，通常は問題ない．また，電車の架線の大多数は直流
で問題ない．しかし，一部の地方の JRおよび新幹線で使
われている交流架線は，車両基地などで架線が何十本も並
んでいる場合，数本分内側に入ると影響が現れる．しかし，
基地の外および踏切程度では問題ない．電位治療器は，椅
子型のもの，寝具に仕込んだものともに，家庭用でも使用
は禁忌である．

2.4

電波

通信に使われる電波は，水中（体内）には届かないこと
が知られている．しかし，MRI撮影装置のように近距離で
強力な電波を発生されると，体内のリードやデバイス本体
の端子がアンテナの役割を果たし，先端電極から電波の周
波数の高周波電流が流れるようになる．その電流がパルス
状に変化したりする場合に回路内で低周波成分に変換され
て影響を与えることがある．また，電流によって生じる
ジュール熱，心筋刺激による影響や干渉が報告されている．

2.5

電離放射線

デバイス内の半導体 ICにX線やγ線が照射されると，
光電効果で PN接合に電流が発生する．アナログ部ではこ
れが増幅され，雑音となってデバイスの動作に干渉する．
増幅作用のないデジタル回路は影響を受けない．最近で
は，CTなどの診断用X線で，デバイスがオーバーセンシ
ングを生じる場合がある．
治療用のγ線がデバイス内の ICに照射されると，IC
が破壊され機能を停止することがある．また，電子より重
い粒子の重粒子線が照射されると，デジタル回路のメモ
リー内容を書き換えてしまう可能性がある．さらに，重粒
子の通過によって半導体の結晶構造が破壊される可能性
がある．

3.

関係する法律の解説（道路交通法，
学校保健安全法，労働基準法，労
働安全衛生法）

3.1

道路交通法

平成 13（2001）年の道路交通法の改正により，種々の

病態を有する患者の運転免許の可否については，「個別に
判断する」ことになった．免許の拒否，保留，取消しまた
は停止の対象となりうる病態に，再発性の失神として，不
整脈およびその非薬物治療（CRT-Pを含むペースメーカ，
CRT-Dを含む ICD）を受けている患者が含まれる．
法令の実際の運用は，免許申請や更新申請時に再発性の
失神等の既往，あるいは医師からの運転を控えるようにと
の助言の有無について記載を求め，自動車などの安全な運
転に支障があると思われる人に対して，職員が症状などに
ついて具体的に話を聞くことによって行われる．
ペースメーカを植込んでいる者に関しては，植込み後に
意識消失がなく，医師の「運転を行わないように」との指
導がない限り運転免許の制約は行われない．これに対し，
ICD植込み後である例，ペースメーカ植込み後に失神があ
る例，不整脈に起因する失神があるがペースメーカも ICD
も植込まれていない例は，運転に支障をきたす恐れがない
場合にだけ免許を与えるという原則禁止にあたる．すなわ
ち，ICD，CRT-D植込み後の患者では，出頭による免許停
止手続きの有無によらずそれらのデバイスを植込んだ時
点で自動車の運転は不可となる．これらの患者で自動車運
転が可能となるのは，医師が「運転を控えるべきとはいえ
ない」旨の診断書を発行し，これをもとに警察が判断し許
可が与えられた場合に限られる．
以上のように，デバイス患者に対する道路交通法の運用
は，医療側の説明と患者の自己規制，自己申告によるとこ
ろが大であることを十分認識し診療にあたる必要がある．
警察庁は，運転を控えるべき病状を自己申告せずに運転を
継続し人身事故に至った事例などの反省から，①病気の症
状に関する公安委員会の質問への虚偽記載に対し罰則を
整備すること，②一定の病気等に該当する者を診断した医
師がその旨を任意に届け出ることができるようにするこ
と，また，患者の自己申告を促進するため，③一定の病気
を理由に免許を取り消された場合などにおける免許再取
得時の試験の一部を免除することの法制化，などを進め，
この法案は，平成 25（2013）年 3月末に閣議決定され，
平成 25年 6月に国会で成立した．このため，国会成立の 1
年以内に道路交通法の改正が施行されることとなる．

3.2

学校保健安全法

学校保健安全法は昭和 33（1958）年に学校保健法とし
て制定され，現在の法律は平成 20（2008）年 6月に改正
され，学校保健法から学校保健安全法に名称が変更され
た．就学時の健康診断について，同第 12条で市町村の教
育委員会は就学前の健康診断をもとに治療の勧告，保健上

3.

関係する法律の解説（道路交通法，
学校保健安全法，労働基準法，労
働安全衛生法）
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の必要な助言を行い，就学に関し指導を行うこととしてい
る．学校における健康診断について，同第 13条では学校
による毎学年定期の健康診断実施の義務，同 14条では健
康診断の結果に基づき疾病の予防および治療の指示を行
い，運動および作業を軽減する等，適切な措置をとらなけ
ればならないとしている．健康診断の時期，検査項目に関
する事項は，第 13条の健康診断に関するものは文部科学
省令で定めるとあるが，就学時の指導は市町村の教育委員
会が，学校での適切な措置は学校が行うことになる．
就学時，日常生活に制限があるデバイス治療を受けた患
者は，適切な学校施設の選択などに関し，市町村の教育委
員会の助言が必要で，その際の医療情報の提供は主治医が
行う．患児の病状に応じた義務の猶予もしくは免除につい
ては，同第 12条だけではなく学校教育法第 17条が関係す
る．
学校生活において，デバイス装着者は学校保健安全法第

14条「学校は健康診断の結果に基づき，運動および作業
を軽減する等適切な措置をとらなければならない」の対
象となる．学校保健安全法によれば，デバイス装着者の学
校での適切な措置の直接的な指導は校長の責任のもとに
学校医が行うもので，デバイス装着者の主治医ではない．
患児が学校でどのように管理されるべきであるかを記し
たものが，主治医が作成する学校生活管理指導表であり平
成23（2011）年度改訂版の実際を表1，2（7，8㌻）に示
す．学校生活管理指導表には，児童，生徒のそれぞれに適
切な学校生活上の運動強度，具体的な運動種目，部活動な
どの管理区分別の対応が示されている．平成 23年度版の
おもな改善点は，「その他注意すること」の欄を新設し，主
治医・学校医の意見を明記できるようにされており，小学
生用の指導表には学年別に運動強度が示されている．

3.3

労働基準法および労働安全衛生法

3.3.1

労働基準法等の特徴とデバイス植込みとの関わり
労働契約法は，“解雇は，客観的に合理的な理由を欠き，

社会通念上相当であると認められない場合は，その権利を
濫用したものとして，無効とする”と規定しており，有病
者であることを理由に差別的な処遇や解雇をしてはなら
ない．しかし，身体の機能障害で通常の就業ができず補助
的な手段や職場環境の改善を行っても難しい場合に，処遇
を変更したり解雇したりすることには合理性が認められ
る場合がある．
なお，障害者雇用促進法は，民間事業場における障害者
の雇用率を 2.0％以上と規定していることから，デバイス

を植込んでいる患者が身体障害者の認定を受けて使用者
に通知すれば，雇用の可能性が高まることになる．
労働基準法は，労働者が業務上（公務上）の傷病に対し
て，使用者による療養費などの補償義務を規定している．
本人や遺族が請求すれば，労働者災害保険（公務員は公務
員災害補償基金）から一定の給付が受けられる．労働基準
監督署（公務災害は人事委員会）が，業務に内在するリス
クが発生や増悪の最も有力な原因であると判断した場合
に，業務上と判断される．使用者は，労働災害の発生を防
止したいと考えるので，デバイスの作動または誤作動に
よって，運転，高所作業，危険物取扱い作業などで労働災
害が発生したり，電磁干渉場による誤作動が生じて意識消
失発作を誘発したりすることを恐れて，就業を許可しない
ことがある．
労働契約法は“使用者は，労働契約に伴い，労働者がそ

の生命，身体等の安全を確保しつつ労働することができる
よう，必要な配慮をするものとする．”と規定しているの
で，使用者は，業務による健康障害の発生や増悪のリスク
を予見し，それを回避することを，合理的な範囲で実施し
なければならない．その際，使用者は，労働者がデバイス
を植込んでいることについて，復職時の診断書などから承
知したうえで業務命令を出していることになるので，健康
障害が発生しないような業務上の配慮の内容について，医
師に意見を求める．使用者は，労働者の健康の保持を優先
して，就業させないという判断をしやすい．産業医や主治
医は，このような使用者の考え方を理解しながらも，労働
者の就業や雇用がなるべく確保されるような助言や指導
を行う必要がある．
3.3.2

労働安全衛生法の特徴とデバイス植込みとの関わり
産業医は，図1に示したように，労働者の健康管理に関
して必要な場合には，事業者や総括安全衛生管理者に対し
て勧告し，衛生管理者に対して指導や助言をすることがで
きる．労働安全衛生法は，図2のように，事業者は，医師
による健康診断を実施し，その結果が有所見である労働者

選任，権限の付与

勧告

勧告

指導，助言

選任，
権限の
付与

産業医

事業者

衛生管理者

総括安全
衛生管理者

選任

図 1　事業者等と産業医の関係
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が健康を保持するために必要な措置について事業者が医
師の意見を聴取し，適切な措置を実施しなければならない
ことを規定している．産業医は，デバイスを植込んでいる
労働者が就業する作業環境や作業内容について理解した
うえで，主治医やデバイスの製造者と連携して，本人の健
康面の適性が確保されるように，職場の上司や衛生管理者
に助言や指導を行う必要がある．産業医がいない場合に主
治医が意見を求められる場合は，事業者に対して，対象と
なる労働者の作業環境や作業内容について十分にたずね
たうえで判断し，就業上の措置として考えられる医学的な
意見を述べることが望ましい．

4.

健康情報の取扱い

4.1

医療職の守秘義務とデバイス植込みとの
関わり

刑法や保健師助産師看護師法は，医療職の守秘義務を規
定している．しかし，医療職は，対象者の自己決定権を尊

重しながらも，対象者の生命や健康を守るために必要な情
報は利用すべきである．デバイスを植込んでいる者に関す
る診療情報を取り扱うあらゆる場面において，本人の同意
を得るのが原則であるが，どうしても本人の同意が得られ
ない場合に，本人の健康を保持するという目的で最低限必
要な情報を必要な者に対して提供することは，守秘義務に
反するとはいえないと考えられる．

4.2

個人情報保護法の特徴とデバイス植込み
との関わり

個人情報保護法では，目的外利用や第三者提供の禁止義
務の適用が除外される条件として，人の生命，身体または
財産の保護のために必要がある場合であって本人の同意
を得ることが困難なとき，公衆衛生の向上または児童の健
全な育成の推進のためにとくに必要がある場合であって
本人の同意を得ることが困難なとき，学術研究に利用する
場合などを規定している．デバイスを植込んでいる者の個
人情報を，産業医と主治医とのあいだで交換しようとする
場合，第三者への提供に当たるが，生命や健康を守る目的
で提供しようとしているのに本人の同意の取得が困難な
場合は，これらの法的な義務の適用は除外される．厚生労

4.

健康情報の取扱い

健康診断区分の判定

健康診断の実施 

労働基準監督署への報告 

無所見 要観察 要治療 

労働者への通知 

作業環境，作業の見直し 就業区分についての意見

衛生委員会での審議 

産業医への連絡 管理者への説明 労働者への通知 

保健指導 

就業区分の決定 

労働者の意見聴取 

要休業 通常勤務 就業制限 

産業医の意見聴取

図 2　事業者が行う健康診断の流れ
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働省医政局のガイドラインは，医療機関等は，医療の目的
として通常想定される紹介状の返信，他の医療機関からの
照会への回答，委託された健康診断結果の委託元への通知
などについては，このような取り扱いをすることについて
施設内に掲示しておいて，患者から特段明確な反対・留保
の意思表示がなければ，黙示の同意が得られていると考え
てよいと指導している．
労働安全衛生法は，法定の健康診断の結果については，
事業者が記録を保存しなければならないことを規定して
いる．一方，人間ドックの結果や診断書などについては同
法の規定がないので，個人情報保護法に基づく情報の保護
が求められる．職場で健康情報が漏洩すると，労働者が就
業上の差別や偏見を受けたり，他人に病名や病状を知られ
る不安を感じたりすることがある．そこで，診断名，検査
値などのいわゆる生データの取扱いについては，産業医や

看護職に行わせること，専門職以外が健康情報を取り扱う
ときは，利用目的に応じて適切に加工したうえで提供する
などの措置を講ずることを指導している．デバイスを植込
んでいる労働者について，主治医が事業場から労働者の健
康状態についての問い合わせを受けた場合は，原則として
本人の同意を得て，目的外で利用しないように注意を促
し，生データや診断名を外して就業上の注意事項を記し
て，開封状態の文書を本人から職場に提供させることが望
ましい．主治医と産業医とは，事業場が安易に休職や解雇
を検討することがないように，本人の健康面の適性を確保
するために必要な情報を共有することが望ましい．電子
メールを利用する場合は，個人識別情報と診断名などを共
存させないこと，通信機器にパスワードをかけ共用しない
ことなどの安全管理を徹底することが望ましい．

III.  各論

1.

社会復帰について

1.1

運転免許取得，運転について

道路交通法では，ペースメーカ植込み後に意識消失がな
い場合は，医師の「運転を行わないように」との指導がな
い限り運転免許の制約は行われない（原則許可）．一方，
ICD，CRT-D植込み後の例，ペースメーカ植込み後に失神
がある例は，運転に支障をきたす恐れがない場合だけ免許
を与えるという，自動車運転原則禁止と規定されている．
したがって医師を始めとする医療者側は，自動車の運転が
ICDあるいはCRT-Dの植込みの時点で法的に不可である
ことを患者に十分に説明しカルテに記載する必要がある．
そのうえで，「運転に支障をきたすおそれがない場合にだ
け免許を与える」に相当すると考えられるに至ったとき，
医師は「運転を控えるべきとはいえない」旨の診断書を

発行する．ただし，最終的に運転の可否を判断するのは公
安委員会と警察当局であり，医師が運転を許可するもので
はない．
一方，免許の取得時あるいは更新時には，患者は質問事
項に答える形でペースメーカ，ICD植込み，あるいは医師
からの運転を控えるようにとの助言の有無を自己申告し
なくてはならない．これらの事実を隠して免許を取得ある
いは更新した場合，不正な手段によって免許を取得，維持
したとの罪に問われることとなる．
自己申告後，ICD，CRT-D植込み後の例では，診断書の
提出を求められる．「運転を控えるべきとはいえない」旨
の診断書の発行は，日本循環器学会などによる『不整脈に
起因する失神例の運転免許取得に関する診断書作成と適
性検査施行のためのステートメント』およびその後に出
された，一次予防適応症例や ICD交換術後の観察期間の
短縮などを含むステートメントの改訂に沿って運用され
ている．

III.  各論

1.

社会復帰について
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1.1.1

診断書作成の具体的運用
診断書作成に係わる医師は，日本不整脈学会あるいは日
本心不全学会の主催する ICD研修履修者であることが必
要である．上記ステートメントは，ICDやCRT-Dが二次
予防目的で植込まれた場合“ICD植込み後 6か月以上経
過し，ICDの作動，意識消失ともに生じていない時は，「運
転を控えるべきとはいえない」旨の診断を考慮して良い”
と述べている．一方，一次予防目的で植え込まれた場合の
観察期間は，ステートメントの改訂により 30日間に短縮
された．また，ICD植込み後に意識消失あるいは ICD作
動があった例では，“その後 12か月間の観察により ICD
作動も意識消失もみられなければ「運転を控えるべきとは
いえない」旨の診断を行うことが可能と考えられる”，と
記載している．ただし，運転免許を 12か月間にわたって
保留することは道路交通法上認められていない．このため
「6か月後に運転を控えるべきとはいえないと診断できる
と見込まれる」との診断を繰り返すほかにない．不適切作
動や抗頻拍ペーシングも ICDの作動に含める．一方，ICD
本体交換後は 7日間，リードの交換または追加を行った際
には交換術後 30日を観察期間とし，その間は運転を控え
るよう指導（免許保留）する．
なお，交通事故を生じた際の被害の甚大さから，ICD，

CRT-Dが植込まれている患者では，中型免許（8t限定を
除く）や大型免許，旅客を輸送する第二種免許による車両
の運転は認められない．なお，ペースメーカ植込み後の患
者は，自動車運転は原則許可であり，運転を制限すべき
ペーシングの不安定性やペースメーカ植込み後の意識消
失がなければ，自動車の運転を禁止する必要はなく，また，
診断書の提出の必要もない．

1.2

日常生活，とくに電磁干渉に関する 
注意点

1.2.1

携帯電話
1995年の不要電波問題対策協議会（現：電波環境協議
会）」の調査，および 2000年度以降の総務省によるすべて
の携帯電話方式，およびすべての種類のデバイスについて
の調査の結果から「22 cmの指針」が示されていたが，
2013年 1月 24日に「植込み型医療機器の電磁耐性（EMC）
に関する 国際規格（ISO 14117 など）」をもとに 15cmに
変更された．さらに，携帯電話端末所持者に対しても“携
帯電話端末と植込み型医療機器の装着部位との距離が
15cm程度以下になることがないよう注意を払うこと”

と明記された．
・ペースメーカなどの植込み部位から携帯電話まで 15 
cm程度以上離す．
1.2.2

携帯電話以外の機器による電磁干渉
a.  電磁干渉源の実例と対策
・家電製品の漏電：冷蔵庫，電子レンジ，洗濯機などの家
電製品はアースを接続して使用する．
・筋刺激装置および通電鍼治療器：使用は禁忌である．
・IH調理器：単極電極の場合 50cm以上離して使用する．
双極電極では環境調査を行って安全性を確認すること
で，問題なく使用できることがある．
・IH炊飯ジャー：単極電極，双極電極に関わらず 50cm
以上離して使用する．実際的には患者自身が使用するこ
とは避けたほうがよい．
・電気毛布：使用は問題ない．
・電子カーペット：植込み部位を密着させるような体位で
の使用を避ける．
・スマートエントリーシステム（スマートキーシステム）：
自動車購入時に販売店でアンテナの配置を確認し，アン
テナを植込み部位から 22cm以上離して使用する．
・エンジンのかかった車のボンネット内を覗き込まない．
・電気自動車（急速充電器）：使用しないこと．可能な限
り近づかない．不用意に近づいた場合にはすみやかに通
り過ぎること．
・電気自動車（普通充電器）：使用する場合は，密着させ
ないこと．
・全自動麻雀卓：使用を避けたほうがよい．
・高電圧送電線：市街地の地上を歩くことは問題ない．屋
内では問題とならない．
・電位治療器：椅子型，寝具型とも使用は禁忌である．
b.    総務省委託「電波の医療機器等への影響に関する調査研 
  究」によるガイドライン

平成 12（2000） 年以来，総務省は「電波の医療機器等へ
の影響に関する調査研究」を毎年実施している．この調査
研究会にペースメーカ分科会があり，デバイスに対する影
響が調査されている．
i.   EAS（電子商品監視装置），ゲート型RFIDの影響を避け 
 るための対策

・ゲートの中央を，正面を向いて，立ち止まらずに通過す
る．
・ゲートに近づいたり，体をゲートの方向に向けたりしな
い．
・待ち合わせをするなど，EASゲートの近辺に長居をす
る場合は 3 m以上離れる．
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ii.  ハンディ型RFIDシステムの影響を避けるための対策
・ペースメーカなどの植込み部位から読取装置のアンテナ
まで 22 cm以上離す．

iii.  ワイヤレスカードシステムの影響を避けるための対策
・カードそのものは影響しないが，読み取り装置はペース
メーカから 12 cm以内に近づけてはならない．

iv.  無線LAN装置
・現存の装置がペースメーカなどに影響することはない．

1.3

スポーツの影響と制限

1.3.1

デバイス本体とリードに対する物理的影響
a.  デバイスへの力学的ストレスと耐容性の規格
ペースメーカや ICDのデバイスやリードには耐容性に
対する国際規格が存在し，ISO14708で規定されている．
i.  デバイスの振動，衝撃に対する耐容性
デバイスの振動や衝撃に対する耐容性は国際規格に
よって決まっているが，植込み後は，人体による吸収があ
り，デバイスに直接外力が加わらない限り，一般的には問
題とならないと考えられる．
ii.  デバイスの圧力に対する耐容性
デバイスの圧力に対する耐容性は，0.7気圧および 1.5
気圧の圧力であり，スポーツ時における高標高に伴う減圧
が，負荷になるとは考えられない．一方，高圧環境は水中
で生じ，デバイスに対する加圧は 3気圧（水深 20 m）程
度が限界と考えられる．
b.  他に考慮すべき問題点
i.  リードに対する反復的ストレス負荷
ペースメーカなどのリードには，反復的力学ストレスが
つねに加わっている．スポーツ，とくに上腕の力を必要と
するスポーツでは，リードに対するストレス負荷が平常時
より増加すると考えられる．
ii.  リード，本体に対する直接的ストレス負荷
学童のドッジボールや，小児で腹部にデバイス本体を植
込んでいる場合の鉄棒運動などは，デバイスやリードに直
接衝撃が加わる可能性が高い．また柔道やボクシングなど
の防具を使用しない格闘技も同様である．したがって，こ
れらのスポーツには制限が必要と考えられる．
iii.  筋電位によるオーバーセンシング
単極電極を使用した場合，運動に伴う筋電位のため，デ
バイスがオーバーセンシングを生じて，刺激が抑制される
場合がある．おがみ試験や腹筋運動などにて感度設定を行
うべきである．

1.3.2

デバイス別，基礎心疾患別にみたスポーツの制限
ペースメーカ，ICDなどを適用している患者での肉体活
動については基礎心疾患を伴うかどうかにより，制限内容
が大きく異なる．
a.  ペースメーカ患者のスポーツ制限
基礎心疾患を有さないペースメーカ患者においては，中
等度の運動は可能と考えられる．表3は，動的もしくは静
的運動別のスポーツ強度分類を示す．運動強度に関しては
『心疾患患者の学校，職域，スポーツにおける運動許容条
件に関するガイドライン』（日本循環器学会）（表4）も参
照する必要がある．体の接触や皮膚損傷の危険があるス
ポーツ（ラグビーや格闘技など）や植込み後のスポーツ
開始時期についても考慮する．一方，基礎心疾患がある場
合は，その病態を考慮し，とくに先天性心疾患を器質的心
疾患として有する場合は重要であり，ヨーロッパ心臓病学
会の報告書（表5）や，わが国の前述のガイドラインを参
照して決定する．
b.  ICD患者のスポーツ制限

ICD患者では運動により重症心室性不整脈が発生する
危険性が高いため，一般的には競技スポーツは控えるべき
である．レクリエーション的スポーツでも中等度（I AB
および II AB）の運動までに制限される（表3）．スポーツ
開始後も定期的な評価が必要で，ICDの作動があった場合
にはスポーツをいったん中止し，薬物の調節や ICDの設
定変更などの適切な対処とともに 6か月の観察期間を設
定し，その効果を評価しなければならない．
c.  基礎心疾患による制限
i.  心筋症
中等度のスポーツは可能と考えられるが，重症不整脈の
発生が想定される例では運動制限が必要である．ヨーロッ
パ心臓病学会は，肥大型心筋症，拡張型心筋症，催不整脈
性右室心筋症および心筋炎後で ICDを植込んだ症例では，
すべての競技的スポーツを禁止するよう推奨している．
ii.  虚血性心疾患
虚血性心疾患も同様で，競技スポーツは禁止すべきであ
る．レクリエーションとしては中等度までのものは心筋症
と同様に可能と考えられる．
iii.  不整脈疾患
先天性QT延長症候群やカテコラミン感受性多形性心室
頻拍患者では，競技スポーツは禁止すべきであるが，レク
リエーションとしては中等度までは可能である．ただし水
泳やダイビングは禁止である．一方，Brugada症候群や特
発性心室細動および先天性 QT短縮症候群などでは，一部
の競技的スポーツ（I AB）は可能と考えられる．
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表 3　スポーツ強度分類

静
的
（
等
尺
性
）
成
分

高度（III）

ボブスレー＊＊

体操競技＊＊

空手／柔道＊

水上スキー＊＊

ウインドサーフィン＊＊

ウエイトリフティング＊＊

ロッククライミング＊＊

ボディービル
スノーボード＊＊

レスリング＊

スキー（滑降）＊＊

ボクシング＊

カヤック／カヌー
サイクリング＊＊

ボート競技
スピードスケート

中等度（II）

アーチェリー
ダイビング＊＊

馬術競技＊＊

モーターサイクル＊＊

アメリカンフットボール＊

ラグビー＊

ランニング（短距離走）
サーフィン＊＊

シンクロナイズドスイミング＊

フィギュアスケート＊

バスケットボール＊

アイスホッケー＊

ランニング（中距離走）
水泳＊

ハンドボール＊

ラクロス＊

軽度（I）

ビリヤード
ボーリング
カーリング
ゴルフ

野球
ソフトボール
卓球
テニス（ダブルス）
バレーボール

バドミントン
競歩
スカッシュ
長距離走
テニス（シングルス）
サッカー＊

軽度（A） 中等度（B） 高度（C）

動的（等張性）成分

＊：機械の物理的損傷の危険性，＊：意識消失での危険性増加．

表 5　先天性心疾患におけるスポーツの制限
疾患 条件 可能な範囲

心房中隔欠損症 6㎜以下の欠損孔もしくは術後 6か月で不整脈なし，左室機能正常 すべてのスポーツ

心室中隔欠損症
限局性欠損孔（左右シャント圧較差 64mmHg以上）もしくは術後 6か月で肺高
血圧なし

すべてのスポーツ

肺静脈灌流異常症
（部分および総） 肺静脈および大静脈の閉塞なく，肺高血圧なく，運動誘発性心房頻拍なし すべてのスポーツ

動脈管開存症 術後（閉鎖）6か月で肺高血圧なし すべてのスポーツ

肺動脈狭窄症（軽症）
術後もしくは評価時に肺動脈弁圧較差 30mmHg未満，正常右室，正常心電図，
不整脈なし

すべてのスポーツ

肺動脈狭窄症（中～重症）
術後もしくは評価時に肺動脈弁圧較差 30～ 50mmHg未満，正常右室，正常心電
図，（軽度右室肥大）

I Aおよび I B

Fallot四徴症 軽度右室流出路閉塞，軽度肺動脈逆流，両室の心機能ほぼ正常，不整脈なし I ABおよび II AB

大血管転位 肺動脈狭窄なし，運動負荷での虚血および不整脈の所見なし III C以外

（Pelliccia A, et al. Eur Heart J 2005; 26: 1422-1445より）

表 4　運動・作業強度と運動許容条件の関係
軽い運動 中等度の運動 強い運動

運動・作業強度 3METs未満 3～6METs 6.0METs以を超える

望ましい運動耐容能＊ 5METs未満 5～10METs 10METsを超える

心疾患のリスク

軽度 許容 許容 許容あるいは条件付き許容

中等度 許容 条件付き許容 条件付き許容あるいは禁忌

高度 条件付き許容 禁忌 禁忌

＊：運動・作業強度を最大運動能の 60%で行うとした場合に，望まれる運動耐容能．
注：ただし，小児には，運度の強弱と上で示した METs値との関連は合わないことが多いので表 1，2に示した．
（『心疾患患者の学校，職域，スポーツにおける運動許容条件に関するガイドライン（2008年改訂版）』．日本循環器学会より）
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1.4

医療環境

1.4.1

医療機器によってもたらされる不具合の種類
次の 5種類のメカニズムが知られている．

1. 電磁干渉によるデバイス動作への一時的干渉．
2. デバイスの回路のリセットおよび機能停止．
3. 電極を介する心筋焼灼と刺激閾値の上昇．
4. 体内誘導電流による不整脈誘発．
5. X線，放射線による一時的または恒久的障害．
1.4.2

医療機器による不具合を避けるための対策
医療機器使用中は心電図をモニターし，また使用後は設
定パラメータや動作に異常が発生していないことを確認
する．
・電気メスの対極板，メス刃とも，デバイス本体から 15 
cm以上離れた部位で使用する．電気メス使用中は非同
期モードまたは自己心拍が確保できる設定にプログラム
し，心電図を監視する．高周波アブレーション装置も同
様である．通電中に電気メスやアブレーション電極をデ
バイス本体や電極部分に接触させてはならない．
・体外式電気的除細動器を使用する場合は，2つのパドル
を結ぶ線とデバイス本体とペーシング電極を結ぶ線が直
交するように配置する．緊急除細動の場合は，処置後に
起こりうるペーシング不全に対処できるように準備して
おく．
・条件付き MRI対応ペースメーカ本体と条件付き MRI対
応リードが組み合わされて植込まれており，他の遺残リ
ードがない場合にだけ，施設基準を満たした施設でかつ
定められた条件下で MRI検査が可能となる．MRI検査
中は指定された固定ペーシングモードあるいは出力停止
に変更することが必要で，設定変更がもたらすリスク（徐
脈，心停止，頻脈の誘発）を回避するためには心拍監視
が必要であり，検査中の心電図やパルスオキシメーター
などによるモニターが義務づけられている．
・X線 CT検査，あるいはパルス線源による透視診断装置
は，デバイス本体を X線照射野から外す工夫を行う．
やむをえず X線束がデバイス本体を通過する場合は，
通過時間を 5秒以内に収めるような照射計画を立てる．
・γ線治療は，デバイス本体に直接放射線が照射されな
いようにし，散乱線による影響を受けないように本体周
辺をシールドしておく．重粒子線治療は避ける．
・マイクロ波ジアテルミーの使用は避ける．
・体外砕石装置の衝撃波の焦点がデバイス本体から 5cm

以内に接近しないように注意する．
・低周波治療器，通電鍼治療器，電位治療器は避ける．
・歯科用電子機器の可視光線照射器やレーザーメスの電源
部や整流回路は，患者から十分離して使用する．電気的
根管長測定器，歯髄診断器やイオン注入器は原則的に使
用禁忌である．
1.4.3

薬剤の影響
特定の薬剤（抗不整脈薬）はペーシング刺激閾値や除
細動閾値を上昇させる場合があることが知られている．フ
レカイニドやピルジカイニドは，最も顕著にペーシング刺
激閾値上昇をもたらし，アミオダロン，プロパフェノン，
メキシレチンでもペーシング閾値上昇が報告されている．
最も除細動閾値を上昇させる薬剤はアミオダロンと言わ
れているが，導入後の除細動閾値の再評価は通常必要とし
ない．リドカイン，メキシレチン，ベラパミルなどの薬剤
のほか，プロポフォールなどの麻酔薬も除細動閾値を上昇
させるとの報告がある．一方，除細動閾値を低下させる薬
剤としてはソタロールがあげられる．また，ICD，CRT-D
装着患者に対し III群薬を投与する際，VT，VFの徐拍化
による感知不全が発生する危険もあり注意を要する．

1.5

旅行について

旅行に使用する自動車や電車，飛行機，船自体には，と
くに問題はない．リニアモーターカーには磁気浮上式（上
海などで営業），鉄輪式（大江戸線，神戸市営地下鉄海岸線，
カナダのバンクーバーなど）があるが，いずれも ICD，ペー
スメーカに対する影響はない．わが国でも名古屋博覧会の
会場のリニアモーターカーの電磁干渉は認められなかっ
た．自動車の運転については，III.各論の「運転免許取得，
運転について」（10㌻）に従う．
空港などで用いられる金属探知用ゲートは，最近の報告
ではペースメーカや ICDに影響しないことが示されてい
る．しかし，ゲートを通る際には空港係員にペースメーカ
手帳，ICD手帳を提示することが望ましい．携帯式金属探
知機は非常に強い磁場を発生するので避ける必要がある．
手帳を提示してボディチェックで代用する必要がある．
カジノなどでのスロットマシーンには注意が必要であ
る．強い電磁波を生じることもあり不測の事態を考慮し，
使用は避けたほうが望ましい．
なお，旅行先でペースメーカや ICDチェックを行う必
要が生じた場合を考え，常時，ペースメーカ手帳，ICD手
帳を携帯する．国内，海外への旅行先や期間を考慮し，必
要に応じて事前にペースメーカ，ICDチェックの対応可能
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な施設や病院を検索することも可能である（http://www.
medtronic.com/traveling/）．旅行期間が 3か月よりも長く
なる場合は，訪問国の施設をあらかじめ調べておくことが
大切である．病歴などを記した情報提供書を携帯するのも
一つの方法である．

1.6

結婚および性生活について

結婚に関しては当然ながら制限はない．
ペースメーカが性生活に影響することは，通常，考えら
れない．基礎疾患，とくに心不全があれば重症度に応じて
対応する．

ICD植込み後の性生活に関しては，日常生活，仕事，入
浴などに関する指導と異なり，十分な説明がなされていな
いことが多い．欧米でも患者のほとんどが退院時指導でそ
の説明を受けていなかったというデータがあり，「当然し
てはいけない」，「制限する必要がある」と約半数の患者が
考えている．植込み後の患者の 29％，そのパートナーの
39％が性生活を制限しているというデータもある．この傾
向は年齢にかかわらず認められた．なお性行為に伴う ICD
ショックの頻度は 46例中 2例，82例中 11例，相対危険度
は 7.5（信頼区間 2.3～24.8）という報告もある．
動悸，息切れ，胸痛など，原疾患による制限のない限り
性生活は許可される．また，性行為中に ICDショックが生
じてもその相手には影響がない．ただし，ごく微量の電流
が皮膚に流れることがあるため，ぴりぴりした感覚が生じ
ることもある．
対策としては，性行為中にみられる心拍数の増加は運動
時と同様であり，運動負荷試験によって患者の心拍数上昇
を考慮した ICDプログラムの設定により，性行為中の不
適切作動は最小限に抑えられる．低心機能患者の場合は運
動時と同様に性行為による心負荷の上昇でVT（心室頻拍）
やVF（心室細動）が誘発され，ICDによる適切な治療が
行われる場合もある．ICDのショック作動を自覚した場合
は，病院への受診を勧めることが必要である．

2.

就学について

2.1

通学

ペースメーカ装着者では，心機能が正常な例では通学に
支障はない．ICD装着者も，心機能が正常な例では通学は

可能である．QT延長症候群や，カテコラミン誘発多形性
心室頻拍などに対する ICD植込み例では，運動や交感神
経緊張に伴い torsade de pointes，心室細動が誘発され，失
神をする可能性があり，複数で行動することが望まれる．
自転車による通学も許可しない．CRT装着者は拡張型心
筋症など，心不全を伴っている例が多く，階段の昇降が困
難な例も存在し，バス，電車，自家用車による通学が必要
である．

2.2

授業

授業の多くは椅子に座った状態で受けるため，デバイス
装着者でも問題はない．

2.3

体育（運動）

主治医は基礎心疾患と心機能を考慮して，学校生活管理
指導表を作成する（表 1，2〈7，8㌻〉）．心不全に対する
心機能温存，運動誘発性頻脈性不整脈による ICDの頻回
作動の減少などが運動制限の目的である．徐脈性不整脈で
は，ペースメーカトラッキングが患児の運動時の心拍増加
に対応できれば制限は必要ない．学校生活管理指導表に基
づいて運動制限を行う．デバイス本体およびリードが運動
に及ぼす影響として，以下の運動について注意が必要とな
る．
・胸部（デバイス留置部）に衝撃を与える可能性のある運
動：球技，空手やボクシングなどの接触競技など．
・リードの過伸展が危惧される運動：テニス，水泳など．
・腹部にデバイス本体を植込んでいる場合の鉄棒運動な
ど．
基礎心疾患に合併した不整脈，心疾患術後の不整脈によ
り，デバイスを装着している患児は，学校生活管理指導表
の管理区分ではD以上の厳しい管理基準が必要であり，
競技レベルの運動は制限する．管理基準を基礎疾患の有無
で以下のように分類する．
2.3.1

器質的心疾患のない不整脈
表 6は平成 20（2008）年度～22（2010）年度におけ
る東京都内の公立小学校 1年生，公立中学校 1年生，都立
高校 1年生の心電図異常者の発生頻度である．日本小児循
環器学会学校心臓検診研究委員会により『基礎疾患を認
めない不整脈の管理基準（2002年改訂）』が定められてい
るが，同委員会により，器質的心疾患を認めない不整脈の
学校生活管理指導ガイドラインとして表 7（18,  19㌻）
に示す 2013年改訂案が提案中である．ペースメーカ以外

2.

就学について
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表 6 　東京都内の公立小・中学校・都立高校 1年生の心電図異常者（平成 20～22年度）

発見心疾患
対象人数

小学校 1年生
145572人

中学校 1年生
113435人

都立高校 1年生
14044人

合　計
273051人

心室期外収縮 391 (2.69) 601 (5.30) 101 (7.19) 1093 (4.00)

上室期外収縮 38 (0.26) 50 (0.44) 6 (0.43) 94 (0.34)

完全右脚ブロック 35 (0.24) 42 (0.37) 3 (0.21) 80 (0.29)

完全左脚ブロック 1 (0.01) 0 (0.00) 0 (0.00) 1 (0.00)

1度房室ブロック 8 (0.05) 39 (0.34) 12 (0.85) 59 (0.22)

2度房室ブロック 3 (0.02) 34 (0.30) 15 (1.07) 52 (0.19)

完全房室ブロック 3 (0.02) 4 (0.04) 0 (0.00) 7 (0.03)

WPW症候群 130 (0.89) 166 (1.46) 22 (1.57) 318 (1.16)

QT延長症候群 15 (0.10) 32 (0.28) 4 (0.28) 51 (0.19)

心室（性）頻拍 0 (0.00) 0 (0.00) 0 (0.00) 0 (0.00)

上室（性）頻拍 1 (0.01) 2 (0.02) 0 (0.00) 3 (0.01)

房室解離 9 (0.06) 9 (0.08) 1 (0.07) 19 (0.07)

その他 43 (0.30) 32 (0.28) 7 (0.50) 82 (0.30)

計 677 (4.65) 1011 (8.91) 171 (12.18) 1859 (6.81)

注：( )内は，対象者 1000人に対する割合．
（『東京都予防医学協会年報 2010，2011，2012』より）

表 8　東京都内の公立小・中学校・都立高校 1年生の心疾患（平成 20～22年度）

発見心疾患
対象人数

小学校 1年生
145572人

中学校 1年生
113435人

都立高校 1年生
14044人

合計
273051人

先天性心疾患 

心室中隔欠損症 382 (2.62) 261 (2.30) 28 (1.99) 671 (2.46)

心房中隔欠損症 191 (1.31) 128 (1.13) 9 (0.64) 328 (1.20)

動脈管開存症 47 (0.32) 13 (0.11) 0 (0.00) 60 (0.22)

肺動脈弁狭窄症 87 (0.60) 64 (0.56) 4 (0.28) 155 (0.57)

Fallot四徴症 46 (0.32) 31 (0.27) 3 (0.21) 80 (0.29)

僧帽弁閉鎖不全 19 (0.13) 31 (0.27) 3 (0.21) 53 (0.19)

大動脈弁狭窄症 23 (0.16) 22 (0.19) 2 (0.14) 47 (0.17)

房室中隔欠損症 14 (0.10) 11 (0.10) 0 (0.00) 25 (0.09)

その他 149 (1.02) 127 (1.12) 17 (1.21) 293 (1.07)

小計 958 (6.58) 688 (6.07) 66 (4.70) 1712 (6.27)

後天性心疾患 

川崎病心臓後遺症 5 (0.03) 6 (0.05) 0 (0.00) 11 (0.04)

心筋炎後 1 (0.01) 6 (0.05) 0 (0.00) 7 (0.03)

心筋疾患 9 (0.06) 5 (0.04) 1 (0.07) 15 (0.05)

その他 22 (0.15) 23 (0.20) 2 (0.14) 47 (0.17)

注： ( )内は，対象者 1000人に対する割合．
「その他」は，心疾患はあるが二次検診を受診していないため，詳細が不明の集団．
（『東京都予防医学協会年報 2010，2011，2012』より）
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のデバイス装着者に対する管理基準は現在のところ存在
しない．洞機能不全，房室ブロックでペースメーカ植込み
を行った例では，心機能に問題はないため，E可で管理で
きる．QT延長症候群（とくに LQT1），カテコラミン誘発
多形性心室頻拍も，運動は原則的に禁止する．
2.3.2

器質的心疾患に伴う不整脈
表8は，平成 20（2008）年度～22（2010）年度におけ
る東京都内の公立小学校 1年生，公立中学校 1年生，都立
高校 1年生の心疾患の発生頻度である．拡張型心筋症の
CRT装着者では，運動を禁止する．修正大血管転位に合併
した完全房室ブロックへのペースメーカ植込み例は，運動
制限は不要である．房室中隔欠損に合併した完全房室ブ
ロックへのペースメーカ植込み例は，不顕性の心不全を合
併しており，Dもしくは E禁の管理基準が必要である．先
天性心疾患術後の完全房室ブロック，洞機能不全へのペー
スメーカ植込み例で，心不全合併例ではBもしくはCの
管理基準とする．

2.4

課外活動

対象となる課外活動が，日常生活環境レベルとどのよう
に違うのかを明らかにできれば，体育授業と類似した形
で，課外活動許可あるいは制限ができる（課外活動＝日常
生活環境＋運動＋特殊環境）．
・通常の遠足，修学旅行：日常生活環境と同レベルと考え
られ，規制の必要はない．
・林間学校：運動強度によって制限度が決定される．
・臨海学校：遠泳など，高い持久力を要する課題，潜水は
原則として禁止する．
・海外旅行：デバイス不良時の緊急対応が可能かどうかを
チェックする．
・高地と航空機利用の影響：左心不全や肺高血圧を合併す
る例では，高地肺浮腫，肺血管抵抗増大が問題となり，
デバイス装着者の基礎心疾患への影響として考慮する．
・運動部（クラブ）活動：競技レベルでの参加をするのか
など，患児（家庭）の意向について養護教諭，学校医お
よび主治医間で話し合い，可否を判断する．

2.5

小児の特殊性に起因する問題点

2.5.1

身体的特殊性
小児領域における，経静脈性ペースメーカリードの不完
全断線の報告がある．

2.5.2

心理的特殊性
ICDを装着した小児のQOLについての報告がある．
2.5.3

環境的特殊性
学校教師は，基礎心疾患およびデバイスに対する理解は
乏しい．
2.5.4

キャリーオーバー
先天性心疾患のデバイス装着者は，小児科医が主治医を
継続しているケースが多い．

2.6

パイロット，鉄道，バスの運転手などの
養成校就学における留意点

職業運転手をめざして養成校へ就学する場合，それぞれ
身体検査基準が設けられている．就学中にデバイス治療を
余儀なくされた患者の場合，将来，希望の職種への就労が
可能であるかどうかは学校関係者とも相談のうえで方針
を決める必要がある．直接，運転業務に係る第一種と，乗
務員としての第二種に分けられており，身体検査基準に若
干の違いがある．
2.6.1

パイロット
航空身体検査証明制度の基準となる航空身体検査基準
が国土交通省により定められているが，ペースメーカ，
ICDおよびCRT患者は，航空身体検査基準に適合しない．
2.6.2

動力車操縦者（鉄道運転士）
「動力車操縦者運転免許に関する省令」等の国土交通省
関連法令に基づいて，各鉄道会社の社内規定が定められて
いる．デバイス患者は心臓身体障害者に認定されているた
め，事実上，運転士の身体合格基準を満たさないものと思
われる．しかし上記基準を第一種にだけ該当させ，第二種
では専門医の意見のもとに認める会社も存在する．
2.6.3

バス運転手
ICD，CRT-D患者の職業運転は認められていない．ペー
スメーカ植込み患者では，治療後 3か月間の禁止と症状再
発がないことの条件を満たせば必ずしも禁止していない．
最終判断は各バス事業者の産業医が専門医と相談のうえ
行うことになる．
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表 7　器質的心疾患を認めない不整脈の学校生活管理指導ガイドライン（2013年改訂）
不整脈 条件 管理区分 観察間隔

上室期外収
縮

1．出現数が少ない場合 管理不要
2．出現数が多いが運動負荷で増加しない場合 E可 1年
3．二連発，多形性または運動負荷で増加する場合 E可 6か月～1年

上室頻拍

1．運動で誘発されない場合 
①持続時間が短く，自覚症状がないあるいは極めて軽く，心収縮能低下がない場合 E可 6か月～1年
②持続時間が長いが自覚症状や心収縮能低下を伴わない場合 E禁または E可 6か月～1年
③持続時間が長く，自覚症状もしくは心収縮能低下を伴う場合 
・薬物治療が有効で，自覚症状や心収縮能低下が消失した場合 D，E禁または E可 1～6か月
・薬物治療が有効でない場合 Bまたは C 必要に応じて

2．運動で誘発される場合 
①誘発された頻拍の心室拍数が少なく，短時間に消失する場合 E禁 3～6か月
　但し短い連発にとどまる場合 E可 6か月～1年
②運動負荷により持続する頻拍が誘発される場合 Dまたは E禁 1～3か月
③薬物治療が有効な場合 D，E禁または E可 1～6か月
④薬物治療が有効でないが，心収縮能低下や自覚症状がない場合 Dまたは E禁 1～6か月
⑤薬物治療が有効でなく，心収縮能低下や自覚症状がある場合 Bまたは C 必要に応じて
⑥高周波カテーテルアブレーションで，合併症なく根治した場合 E可または管理不要 1～3年

WPW症候群

1．頻拍発作がなく，心収縮能・構造に異常がない場合 E可 
長期観察例では管理不要で
もよい．

1～3年

2．頻拍発作のある場合には，上室頻拍の項目に準ずる．

心房粗動 
心房細動

1．薬物治療で心室拍数のコントロールが可能な場合 Cまたは D 必要に応じて
2．薬物治療の効果がない場合 A，Bまたは C 必要に応じて
3．失神の既往があるか，運動負荷により心拍数が著しく上昇する場合 A，Bまたは C 必要に応じて
4．高周波カテーテルアブレーションで合併症なく根治した場合 E可または管理不要 1～3年

接合部調律
1．安静時心室拍数 80/分未満で運動負荷にて洞調律となり心室拍数の増加が良い場合 管理不要 
2．安静時心室拍数 80/分以上の場合 上室頻拍に準ずる．
3．運動により洞性心拍数の増加が悪い場合 洞結節機能不全に準ずる．

心室期外収
縮

1．連発を認めない単形性期外収縮の場合で出現数が少なく，運動負荷心電図で心室期
外収縮が消失，減少ないしは不変の場合

E可 
長期観察例で減少傾向また
は変化がなければ管理不要
でもよい．

1～3年

2．運動負荷心電図で単形性心室期外収縮の増加，または二連発の単形性心室期外収縮
が出現する場合

D，E禁，または E可 1～6か月

　　（Holter心電図を記録することが望ましい）
＊ただしマスター負荷などで心拍数が 150以上まで達していない負荷では，負荷法を
トレッドミル負荷などにして心拍数を 150/分以上まで上げて評価する．

3．多形性心室期外収縮を認める場合 D，E禁，または E可（専門
医の精査を必要とする） 

心室副収縮 心室期外収縮に準ずる． 心室期外収縮に準ずる．

促進心室固
有調律

1．心室拍数 60/分以下の場合 管理不要
2．心室拍数 60/分以上，100/分未満の場合 E可または管理不要 1～3年
3．心室拍数 100/分以上の場合は心室頻拍に準ずる．

単形性非持
続性心室頻
拍

1．運動負荷で消失または著しく減少する場合 E可，または E禁 6か月～1年
2．運動負荷で不変または増加する場合．頻拍時の心拍数が多いものは注意が必要である． Dまたは E禁 3～6か月
3．運動負荷で多形性非持続性心室頻拍を認める場合：多形性心室頻拍に準ずる．専門
医の精査を必要とする．

単形性持続
性心室頻拍

1．心室拍数が少ない持続性心室頻拍で症状がなく，運動負荷によって消失する場合 E禁または E可 1～6か月
2．持続性心室頻拍の既往があるが，失神発作または心収縮能低下の既往はなく，運動
負荷によって誘発されない場合

E禁またはＥ可 1～6か月

3．失神発作または心収縮能低下の既往はあるが，薬物治療が有効で，かつ運動負荷に
よって誘発されない場合

C，Dまたは E禁 1～3か月

4．失神発作または心収縮能低下の既往はないが，運動負荷によって誘発される場合 C，Dまたは E禁 1～3か月
5．失神発作または心収縮能低下を伴い，薬物治療が有効でない場合 Aまたは B 1～3か月
6．カテーテルアブレーションにより根治した場合 E可 

または管理不要
1～3年

多形性心室
頻拍

1．症状がなく，心収縮能低下はなく，心室拍数が少なく，運動負荷によって消失する場合 E禁または E可 1～6か月
2．心室拍数が多く，症状がない場合 D 1～6か月
3．心室拍数が多く，失神などの症状がある場合 4．5．に準ずる 1～6か月
4．CPVTと診断された，もしくは CPVTが疑われ，薬物療法が有効な場合 D 必要に応じて
5．CPVTと診断された，もしくは CPVTが疑われ，薬物療法が有効でない場合 C 必要に応じて
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不整脈 条件 管理区分 観察間隔
完全右脚ブ
ロック

1．左軸偏位を伴わない場合 管理不要
2．完全右脚ブロックに左軸偏位（左脚前枝ブロック）を伴う場合（二枝ブロック） E可または管理不要 1年

完全左脚ブ
ロック

器質的心疾患がない場合 E可 1年

洞結節機能
不全症候群

1．ペースメーカなし
①無症状で徐脈傾向が軽度で運動負荷により心室拍数の増加が良好な場合 E禁または E可 3～6か月
②無症状でも運動負荷で心室拍数の増加が悪い場合 Dまたは E禁 必要に応じて
③不整脈によるめまい，失神発作や心収縮能低下を伴う場合 A，Bまたは C 必要に応じて

2．ペースメーカ植え込み D，E禁または E可 3～6か月 
または必要に応じて

1度房室ブ
ロック

1．PR時間 0.24秒以下（小学生），0.28秒以下（中・高校生）の場合 管理不要 
2．運動負荷により PR時間が正常化する場合 管理不要 
3．運動負荷により PR時間が正常化しない場合 E可 1年
4．運動負荷により 2度以上の房室ブロックになる場合 該当項目に準ずる

2度房室ブ
ロック

1．Wenckebach型
①夜間や安静時だけにみられる場合 管理不要 
②運動負荷により正常房室伝導になる場合 管理不要 
③運動負荷により 1度房室ブロックになる場合 E可 1～3年
④運動負荷でも 2度房室ブロックのままの場合 E禁または E可 6か月～1年
⑤運動負荷により高度または完全房室ブロックになる場合 高度房室ブロックに準ずる 

2．Mobitz II型または 2:1房室ブロック 高度房室ブロックに準ずる 

高度または
完全房室ブ
ロック

1．ペースメーカなし
①無症状で運動負荷時に心室拍数が 2倍以上（または心室拍数 100以上）に増加
する場合

D，E禁または E可 3～6か月

②無症状で運動負荷時に心室拍数が 2倍以上（または心拍数 100以上）に増加し
ない場合

Cまたは D 3～ 6か月

③無症状でも運動負荷時に心室期外収縮や心室頻拍が頻発する場合 Cまたは D 必要に応じて
④不整脈によるめまい，失神発作や心収縮能低下を伴う場合 Bまたは C 必要に応じて

2．ペースメーカ植込み D，E禁または E可 3～6か月また
は必要に応じて

QT延長

1．症状または TdP，心室頻拍のある場合
     怠薬すると症状が出現しやすくなることを十分説明する．専門医に紹介する．

①薬物治療にて症状を予防出来ている場合 Dまたは E禁，水泳禁 必要に応じて
②薬物治療後も症状がある場合 Cまたは D，水泳禁 必要に応じて

2．症状のない場合
①安静時の QTc延長が軽度で，家族歴がなく，運動負荷で QTcが延長しない場合 E禁または E可，水泳は監視下 6か月～1年
②安静時の QTc延長が著明な場合 E禁，水泳禁 必要に応じて
③症状または TdP・心室頻拍の家族歴ある場合 D，E禁または E可，水泳禁 必要に応じて
④運動負荷で QTcが延長する場合 Dまたは E禁，水泳禁 必要に応じて

QT短縮
小児においての診断基準はまだ確定していない．QT短縮症候群を疑った場合には専門
医に紹介することが望ましい．

ブルガダ様
心電図

1．無症状かつ家族歴がないが専門医によりブルガダ症候群が疑われている場合 E可 1年
2．専門医によりブルガダ症候群と診断されている場合 C，D，E禁または E可 必要に応じて

CPVT：カテコラミン誘発多形性心室頻拍，TdP： torsade de pointes（トルサードドポアント）．

1.　心電図検査
心電図誘導法は 12誘導を用いることが望ましい．特に中学生，高校生の検診では，12誘導心電図により発見される疾患が多くなる傾向にある．
また，一次検診において省略 4誘導で検診を行っている地域では，標準 12誘導の導入を急ぐ必要がある．また，胸部誘導の電極位置は特に
正確を期すことが必要である．心電図記録は少なくとも 8秒間以上行い，その際には，フィルターをできるだけ使用しないようにする．心電
図記録中に不整脈を認める場合には 1～ 3分間程度の心電図を記録することが望ましい．
2.　運動負荷検査
マスター2階段負荷，自転車エルゴメーター，トレッドミル負荷などにより心拍数 150/分以上にすることが望ましい．いずれの場合の方法
でも，運動負荷心電図検査の実施上の注意を守って，安全に実施する．運動に関連した失神の既往がある場合には，多形性心室頻拍が誘発さ
れることがあり，運動中の心電図を確認することが必要である．そのために可能であればトレッドミル負荷などが望ましい．
3.　Holter心電図検査・携帯型発作時心電図検査（イベントレコーダによる検査）
一過性，発作性に出現する不整脈，波形が変化する可能性がある不整脈，時間帯によって変化する不整脈などの検出に用いられる．
4.　心エコー図検査
一次検診の所見によって必要な場合は心エコー図検査を行う．心エコー図検査の目的を把握したうえで心収縮能の評価をする．
5.　遺伝学的検査
遺伝性不整脈（ QT延長症候群・ CPVTなど）が疑われる時には，遺伝学的検査は診断・管理の参考となる場合がある．
（吉永正夫，他．日小児循環器会誌 2013; 29: 276-289より）
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3.

就労について

3.1

職業としての運転と業務上必要な運転
（営業活動や運送会社など）

ICDやCRT-Dを植込んだ患者が III.各論の「運転免許
取得，運転について」（10㌻）に示した基準を満たし，診
断書が発行され，警察あるいは免許センターの許可が得ら
れれば自動車の運転が可能となる．ただし，運転可能なの
は，普通自動車免許または 8t限定中型第一種免許（中型
免許が新設された平成 19〈2007〉年以前に取得された旧
普通免許）で運転可能な自動車に限られ，バスやタクシー
などの旅客自動車の運転，運転代行の業務としての運転
（第二種運転免許）および，大型自動車免許および中型免
許（8t限定を除く）が必要な車両の運転は，合同検討委員
会ステートメント，警察庁交通局とも禁止している．普通
自動車を用いての営業活動や就労としての荷物の輸送に
ついての基準はないが，ICD植込み例の自動車運転は 1日
1時間程度であった場合の危険率から運転の許可の基準が
策定されており，長時間にわたる自動車運転はそれが就労
と無関係であっても避けたほうが好ましい．また，二輪車
は，運転中の ICDの作動や意識障害を伴う不整脈の発生
により転倒に至る危険性が高いので，走行速度が低速であ
る自転車を除き，運転を控えるべきである．

3.2

職場環境と安全衛生管理

3.2.1

職場における安全衛生管理
産業医が行うデバイス装着者への健康管理は，①一般的
な健康管理，②原因となった疾病の管理，③デバイス装着
者に特有な健康管理，に分けることができる．さらに，デ
バイス装着者における安全衛生管理の特徴として，作業管
理ならびに作業環境管理に留意する必要がある．
産業医は主治医の治療方針，意見に基づいて，就業区分

（通常勤務，就業制限，要休業），疾病管理区分（通院，休業
など）を判断し，作業管理や作業環境管理，職場環境，設
備に配慮すべき点などについて会社に対し意見を述べる
ため，主治医に対して情報提供依頼を行う場合がある．そ
の結果，主治医意見書が就労者の就労形態に大きな影響を
及ぼすことに留意しなければならない．

3.2.2

配慮すべき職場環境
配慮すべき職場環境について表9に，就労現場における
注意すべき作業，作業環境について表 10にまとめた．職
場における電磁干渉は，作業環境管理として最も重要であ
る．とくに ICD，CRT-D患者では電磁干渉により不適切
作動が発生する可能性があり，精神的，心理的影響が大き
いことを留意しなければいけない．表11に ICD（CRT-D）

3.

就労について

表 10　注意すべき職場環境
物理的応力（応力の種類）

体動によるデバイス，リードへの応力

高圧環境

加速度，遠心力

電磁干渉（器具類項目）

工作機械

モータ類

配電盤，分電盤

発電所，変電所，発電機

溶接（原則禁忌．ケーブルが作る磁場の影響大）

木工用機械

無線機

各種計測機器，金属探知機，ガスクロ

マグネット，脱磁気装置

車，バイク（工場，ハイブリッド車，電動いすなど）

溶解炉，溶着器

農業機器

船舶，巻き上げ機，イカ釣り電球

オフィス機器

（堀江正知．生体内植込みデバイス患者と電磁干渉．メディカル
レビュー社 2006: 423-441.　藤本裕，他，職場における心臓突
然死や事故発生に及ぼす失神・睡眠障害の潜在危険因子の早期発
見とその対策に関する総合的研究．厚生労働科学研究研究費補助
金労働安全衛生総合研究事業．2007: 175-184より改変）

表 9　配慮すべき職場環境

・ ICD作動により，他人に危害を及ぼす可能性のある作業の禁止
（職業運転手など）．
・ ICD作動により，自らの身体に危害が及ぶ作業は原則禁止
（高所作業，潜水作業，異常気圧下，危険な作業など）．ただし，
自らの責任において行う場合には，自家用自動車運転免許の基
準に順ずる．
・デバイス患者に共通して，電磁波発生源付近や強力な磁場付近
での作業の禁止．
・デバイス患者に共通して，デバイス本体への悪影響やリード断
裂の恐れのある作業の制限．
・心機能を考慮した，過重労働，超過勤務，交代勤務の制限．
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患者の安全衛生管理についてまとめた．日本不整脈学会
ICD委員会は，ICD（あるいはCRT-D）患者の就労に関
して，表12に示す指針を提唱している．
産業医や保健師などが安全衛生管理を行っていない場
合，主治医は疾患の治療とともに患者や職場環境を理解し
ている職場管理者から就労状況の聞き取りを行い，職場環
境に問題となる可能性があればアドバイスをすることが
望ましい．

3.3

基礎心疾患と心機能からみた就労

基礎心疾患を有する症例では，心機能障害の程度に応
じ，II.総論の「基礎疾患における身体活動の制限（3㌻）」
の記載に従い，就労への配慮が必要となる．また，ICD，
CRT-D植込みを受けた症例については，ショック作動が
影響を及ぼす可能性のある職務内容についても配慮する
必要がある．基礎心疾患を有する症例の ICD，CRT-Dの
作動率は，心機能別にみると左室駆出率の低い症例，ある
いはNYHAクラス分類でみた心不全の重症度の高い症例
ほど作動の確率が高いとされている．また，除細動デバイ
ス特有の問題点として electrical storm（電気的嵐）によ
る頻回作動がある．electrical stormの原因の一つとしての
メンタルストレスや労作などについての配慮がとくに必

要と考えられる．ペースメーカ，ICD，CRT，CRT-Dの植
込みを受けた患者の基礎心疾患の有無と心機能障害の程
度からみた就労制限を表13に示す．

3.4

法令との関連（労働基準法および労働安
全衛生法）

採用時に健康面の適性を判定することは，法令ではなく
企業などの独自の基準に基づくものである．厚生労働省

表 11　ICD（CRT-D）植込み後の安全衛生管理

健康管理

・過重労働の禁止，超過勤務，交代勤務の制限 
（心機能に依存する）．
・致死性不整脈による失神の可能性あり．
・精神的な問題 （ICD植込みによる違和感や作
動に対する不安）．

作業管理

・高所作業，潜水作業，異常気圧下での作業の
禁止．

・運転や集中を伴う作業の禁止（ICD作動時の
衝撃による作業中断がありうる）．
・動作制限，姿勢制限（リード断裂の防止）．
・万一に備えた単独長時間作業の禁止．

作業環境管理

・電磁波測定．
・電磁波発生源付近や強力な磁場付近には立ち
入り禁止 （ICD誤作動や設定のリセットが起
こりうる）．

他の安全管理
・職場管理者の理解．
・ICD作動に対する対応と理解．
・救急蘇生装置の設置．

倫理

・見かけ上健常者であるが，ICD装着後には身
障者認定される．

・配置転換や就業制限の倫理的問題．
・プライバシー保護と周囲の理解の必要性．

表 13　 ペースメーカなど，CRT-Dの植込みを受けた患者の
基礎心疾患の有無と心機能障害の程度からみた就労制
限

基礎心疾
患なし

基礎心疾患あり

心機能障害
軽度 中等度 重度

ペースメーカ  ○  ○  ○●  ○●

ICD  ○＊  ○＊  ○●＊  ○●＊

CRT  ○●  ○●

CRT-D  ○●＊  ○●＊

○：職場環境の電磁干渉や運転に関する制限．
●：心機能障害に伴う身体活動の制限．
＊：electrical stormの危険性を考慮した制限．

表 12　 ICD患者の就労に関する指針（日本不整脈学会 ICD
委員会）

　ICD患者の個別事例の就労に関しては，業種，職種を問わず多
様な職場や作業の条件が存在すること，および，就業者の希望も
多彩であることから，それらの個別要因を十分に把握したうえで
慎重に判断しなければならない．したがって，就業者の同意を得
たうえで，就労する事業場の産業医等と ICD治療後の就労につい
て十分に相談したうえで，主治医としての意見を述べることが望
ましい．

就労が認められない職業
　意識消失発作，ショック治療や不適切作動などによる短時間の
意識障害が重大な事故などに直接結びつく可能性があり，その結
果，他者を含めた人の生命の保護に対する重大な脅威となる可能
性がきわめて高いと考えられる職業．たとえば，公共交通機関や
運送業などの職業運転手，航空機のパイロットなど．

就労に際して十分な配慮を要する職業
　意識消失発作，ショック治療や不適切作動等による短時間の意
識障害が事故などに結びつく可能性があり，その結果，自らの生
命の保護に対する重大な脅威となる可能性が高いと考えられる職
業．たとえば，高所作業，電磁障害の可能性のある職業，潜水作業，
異常気圧下の作業など．



22

循環器病の診断と治療に関するガイドライン（2012年度合同研究班報告）

は，採用選考時の健康診断などは就職差別につながる恐れ
があり，適性と能力を判断するうえで不要な事項まで把握
すべきではないと指導している．デバイスを植込んでいる
者の採用について相談された医師は，誤作動を生じる可能
性が高い職場環境の有無などの情報に基づいて，医師の客
観的な立場から就業適性を判断し，健康と就業とを両立さ
せるために求職者と事業者の両者が努力すべきことにつ
いて助言する．
派遣労働者では，派遣元事業者が主体的に健康管理を行
うが，派遣先事業者は派遣元事業者に対して職場環境や作
業内容の情報を提供し，健康面で必要な条件について両方
の事業者が情報を共有する必要がある．
特定の職種では，法令等により，顧客や第三者の安全の
確保が優先される．自動車，鉄道の運転，船舶，航空機の
操縦や乗務，警備，防災，防衛，毒物，劇物，火薬類，銃刀
等の危険物の取り扱い，医療職などの免許交付に関係する
法規にも，健康面の適性に関する規定がある．採用時の虚
偽申告等は，採用取消しや解雇の理由となる．
労働安全衛生法は，事業者が，健康診断の結果が有所見
の労働者について健康を保持するために必要な措置につ
いて産業医等から意見を聴取し，必要な措置を実施しなけ
ればならないことを規定している．デバイスを植込んでい
る労働者に就業適性がないと判断した場合は，デバイスに
関する専門家と協力して必要な職場環境や作業方法の改
善を検討し，それが不可能な場合は就業制限などを検討す
る（表14）．
主治医は，患者の立場で意見を述べるが，産業医は，労
働者と事業者のどちらかに偏ることのない立場から，対象
者が働くことと健康を確保することの両立をめざした解

決策を検討し，双方に助言する．産業医は，主治医の意見
を参考に，必要な措置について事業者に意見を述べるが，
最低限の措置も実施しない事業者には勧告することがで
きる．なお，産業医がいない場合は，主治医が事業者から
産業医の機能を期待される場合が多い．近年，持病が業務
により増悪したような場合に，使用者の安全配慮義務の不
履行を根拠とした損害賠償請求も生じていることから，事
業者の健康管理に関する権限を分担行使している衛生管
理者は，そのような紛争を回避するために，産業医から適
切な助言や指導を受けることを期待している．
労働契約法は，客観的に合理的な理由を欠き，社会通念
上相当であると認められない解雇は無効であることを規
定しており，民事訴訟でも，配置転換等で就業適性が確保
できる場合の解雇は無効とされる．仮に，デバイスを植込
んでいる労働者の解雇を検討する場合は，就業可能な職場
に改善したり配置転換したりできる可能性がまったくな
いかどうか慎重に検討する必要がある．

表 14　 生体内デバイスを植込んでいる労働者の健康面の適
性を確保するために事業者に述べる意見（例）

1．作業環境管理
 有害な電磁界の発生源の除去，作業場における有害な電磁
界の遮蔽．

2．作業管理
 作業位置の遠隔化，一部区域への立ち入り禁止．

3．健康管理
 必要に応じた診療の継続，生活習慣の改善，家族への協力
の要請．

4．人事労務管理
 配置転換．



23

ペースメーカ，ICD，CRTを受けた患者の社会復帰・就学・就労に関するガイドライン（2013年改訂版）

付表　 ペースメーカ，ICD，CRTを受けた患者の社会復帰 ･就学 ･就労に関するガイドライン（2013年改訂版）：班構成員の利益
相反（COI）に関する開示

著者
雇用または
指導的地位          
（民間企業）

株
主

特許権
使用料 謝金

原
稿
料

研究資金
提供

奨学（奨励）寄附金 /
寄附講座

その
他の
報酬

配偶者・一
親等内の親
族，または
収入・財産
を共有する
者について
の申告

班長：
奥村 謙

日本ベーリンガーインゲルハイム
バイエル薬品
第一三共
ファイザー
田辺三菱製薬
ジョンソンエンドジョンソン
日本メドトロニック

班員：
青沼 和隆

日本ベーリンガーインゲルハイム
武田薬品工業
塩野義製薬
セント・ジュード・メディカル
ボストンサイエンティフィック
ジャパン

班員：
安部 治彦

セント・ジュード・メディカル
日本メドトロニック
バイオトロニックジャパン

班員：
萩原 誠久

武田薬品工業
第一三共
田辺三菱製薬
エーザイ
サノフィ・アベンティス
ブリストル・マイヤーズ

協力員：
佐々木 真吾

日本メドトロニックジャパン
ジョンソン・エンド・ジョンソン

協力員：
副島 京子

セント・ジュード・メディカル
日本メドトロニック
ボストンサイエンティフィック
ジャパン

協力員：
中島 博

セント・ジュード・メディカル
日本メドトロニック

協力員：
渡辺 重行 茨城県厚生農業協同組合連合会

法人表記は省略．上記以外の班員・協力員については特に申告なし．
申告なし
班　員：鎌倉 史郎 なし
班　員：清水 昭彦 なし
班　員：住友 直方 なし
班　員：新田 隆 なし
班　員：野島 俊雄 なし
班　員：堀江 正知 なし
協力員：江島 浩一郎 なし
協力員：大森 裕也 なし
協力員：荻ノ沢 泰司 なし
協力員：神山 浩 なし
協力員：野田 崇 なし
協力員：吉賀 康裕 なし


